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添付書類：別紙 



別 紙 

１ 趣 旨 

  予備自衛官又は即応予備自衛官（以下、「予備自衛官等」という。）が招集（訓練

招集を除く。）され自衛官として勤務した場合に支給する職員俸給を速やかに支給す

るため、職員俸給算定に必要な号俸の決定に資する予備自衛官等の民間における経歴

等を確認する関係書類の整備要領について規定するものである。 

 

２ 関係書類の整備担任 

   関係書類の取得・保管・破棄については、予備自衛官においては、担当地方協力本

部長（予備自衛官の招集手続に関する訓令（昭和４５年防衛庁訓令第３３号。以下

「招集訓令」という。）第２条第５号により規定されている地方協力本部長）が、即

応予備自衛官においては、指定部隊長（自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号。以下

「法」という。）第７５条の３により規定により指定されている部隊の長）が担任す

るものとする。 

 

３ 関係書類の整備要領等 

 (1) 留意事項 

   担当地方協力本部長又は指定部隊長は、関係書類の整備にあたり、訓練招集時や

出頭調整時等を活用して、招集後の迅速な職員俸給支給に資する書類整備の必要

性、書類が未整備の場合は、俸給の支給が遅延する可能性があること等について予

備自衛官等に理解させ、本人の同意を得て実施するものとする。この際、予備自衛

官等の招集の可能性等を踏まえ、段階的に整備を実施するものとする。 

(2) 関係書類の整備要領 

ア 担当地方協力本部長又は指定部隊長は、防衛省職員給与施行細則（昭和３０年

防衛庁訓令第５２号）第１条に規定される予備自衛官等から自衛官に任用した者

の号俸を決定するため、提出書類一覧表（付紙第１）により関係書類を提出させ

るものとする。この際、予備自衛官等の勤務先、採用年月日、雇用形態、職務内

容、業種をそれぞれ証明できる書類がある場合、在職証明書に代えることができ

るものとする。 

   イ 担当地方協力本部長又は指定部隊長は、アの規定に加え、当該予備自衛官等の

民間における経歴を定期的に確認するため、該当者に対し毎年１回在職証明書又

はこれに代えて源泉徴収票の写し等の経歴の確認が取れる書類及び公的資格の写

しを提出させるものとする。 

ウ 担当地方協力本部長又は指定部隊長は、ア及びイにおいて当該予備自衛官から

在職証明書等の提出を受けた場合、経歴書（付紙第２）を整備するものとする。

整備した経歴書は、毎年１回当該予備自衛官等に確認させるものとする。 

(3) その他 

ア 担当又は部隊の指定の変更に伴う処置 

    担当地方協力本部長は、予備自衛官が担当区域外に住所を変更した場合、指定

部隊長は、即応予備自衛官の部隊の指定に変更があった場合、それぞれ新担当地

方協力本部長又は新指定部隊長に、当該予備自衛官等の在職証明書及び経歴書等

を陸上自衛官、自衛官候補生及び予備自衛官等の人事記録の細部取扱いに関する

達（昭和４７年陸上自衛隊達第３２－１０号）第２１条又は第２７条の２に定め



られる人事記録とともに移管するものとする。 

イ 防衛招集命令等に伴う処置 

   (ｱ) 担当地方協力本部長は、予備自衛官に法第７０条第１項各号の命令（以下、

「防衛招集命令等」という。）が発せられた場合は、当該予備自衛官の在職証

明書及び経歴書等を防衛招集等部隊等（招集訓令第２条第３号により規定され

ている部隊又は機関）の長に送付するものとする。 

   (ｲ) 防衛招集等部隊等の長又は指定部隊長は、在職証明書及び経歴書等に基づ

き、任用時号俸調書（付紙第３）の活用を一例として、招集された予備自衛官

等の号俸を決定又は隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和

３７年防衛庁訓令第６６号）に規定する給与に係る決定及び発令の権限を有す

る任免権者に上申する。 

  (ｳ) 防衛招集等部隊等の長は、防衛招集命令等を受けた予備自衛官が防衛招集命

令等を取消し、猶予、又は解除されて再び予備自衛官となった場合は、在職証

明書及び経歴書等を担当地方協力本部長に移管する。 

ウ 離職時の処置 

   (ｱ) 担当地方協力本部長又は指定部隊長は、予備自衛官等が離職した場合は、当

該担当地方協力本部長が在職証明書及び経歴書等を５年間保管後、破棄するも

のとする。ただし、当該予備自衛官等が最終任期を満了し退職した者である場

合は、離職後直ちに在職証明書及び経歴書等を破棄するものとする。 

 (ｲ) 当該予備自衛官が離職に際し、即応予備自衛官に志願する者である場合に

は、担当地方協力本部長は、指定部隊長に、当該即応予備自衛官が離職に際

し、予備自衛官に志願する者である場合にあっては、指定部隊長は担当地方協

力本部長にそれぞれ在職証明書及び経歴書等を移管するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



付紙第１ 

 

提出書類一覧表 

 

提出時期 提出書類 備 考 

予備自衛官等への任用時 在職証明書（属紙） 

保有する資格の写し 

 予備自衛官等の勤務

先、採用年月日、雇用

形態、職務内容、業種

をそれぞれ証明できる

書類がある場合は、在

職証明書（属紙）に代

えることができる。 

民間企業等での職務内容

の変更時 

民間企業等への（再）就

職時 

民間企業等の退職時 退職を証明できる書

類 

 辞令書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



属紙 

在 職 証 明 書 

１ 氏 名                       男・女 

          

２ 生年月日      年   月   日 

 

３ 住 所 

 

４ 採用年月日     年   月   日     
 

５ 退職年月日     年   月   日 

 

６ 雇用形態  

正規社員・臨時社員・アルバイト・パート・自営・その他（      ） 

  週・月    日・１日   時間 

厚生年金加入の有無  有（期間     ～      ）・無 

雇用保険加入の有無  有（期間     ～      ）・無 

※ 雇用形態を○で囲み、特記事項があれば明記してください。 

                                       

                                                                            

 

７ 職 務 内 容 

（                 ） 

 

８ 業 種 

  （                 ）                                         

上記のとおりであることを証明します。 

   年   月   日 

                           所在地 

                   名 称 

                   代表者                

連絡先担当者氏名 

電話番号 

 

 

備考 規格は、日本産業規格Ａ列４番の縦位置を基準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

第６・７項目は、特に重要な項目であるので、確実に記入してください。 

 



付紙第２ 

 

 
 

経  歴  書 

経歴（防衛省歴・前歴） 

年   月 勤務先（職務内容）） 

雇用形態 業種 年数 ～   

年   月 学校名（学部学科） 

 
     

 
     

 
     

 
     

 
     

 
     

       

            

            

            

             

上記のとおり相違ないことを申し立てます。  

   令和   年   月   日 

    階級 氏名（                  ） 
       

 

 
      

備考 規格は、日本産業規格Ａ列４番の縦位置を基準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



付紙第３ 

 

任用時号俸調書 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地
本

階
級

氏
名

生年月日 満　　　　歳

職種

年　月

～
年　月

年　月

～

年　月

即   自 （換算月数合計/12）

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

即   自 （切捨て後月数合計）

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

号俸

地域手当 ％

号俸

地域手当 ％

円

任官した場合の日額

円

円

円

上記の資格を有していない者 ５０／１００

その他の期間
即応予備自衛官　５０／１００
予備自衛官　　　　２５／１００

※１　技能公募予備自衛官受験に必要な資格
※２　人事統計コード表に示す資格

任官した場合の号俸及
び月額等

円

円

備　　　　考

【防衛省職員給与施行細則】

第１条
（予備自衛官又は即応予備自衛官を自衛官に任官した場合における初任給の決定
基準の特例）
　・退職時等の号俸に加算号俸を加算した号俸に決定

　　　加算号俸　＝　予備自衛官等の期間×換算率÷１２月×４号俸

 　　　※災害等招集時は、加算号俸数に 80/100 を乗じた数を号俸とする。
　　　 ※端数処理は１２で除した後実施し最後に４号俸を積算する。

第１５条
（予備自衛官手当等と自衛官給与との併給調整）
　・有事等に係る応招により自衛官に任官した場合、予備自衛官等手当は不支給
　・応招月が３０日であった場合、不支給となる日額
　　即応予備自衛官手当日額　　８，１００　／　３０　≒　２７０円
　　予備自衛官手当日額　　　　　４，０００　／　３０　≒　１３３円
　　（それぞれ、応招した月の日数で除算すること。）

　　　　　【換算表】

経　　歴 換　算　率

国家公務員、地方
公務員又は民間に
おける企業体、団体
等の職員としての在
職期間のうち、自衛
官として有用な職務
に従事していた期間

別に定める資格（※１）を有している者 １００／１００

上記以外の資格（※２）を有している者 ８０／１００

号俸の
決　 定

　即応予備自衛官滞在月数 退職時
（採用時）
号俸等

加 算
号俸数

決定号俸
　予備自衛官滞在月数

退職時
号俸

　

　

民　間　経　歴 加算号俸数算定

勤務先（勤務内容） 月 数

予備自衛官等
の期間の月数

換算率

加算号俸数算定
有用な資格

（取得年月日）
即自 予備自

換算月数
（月数×換算率）

換算月数合計
÷１２（１未満切捨て）

×４（標準号俸）

階級歴 退職時

予備自衛官等歴

任 官 時 号 俸 調 書

身　分 月 数 所属（指定部隊）等

任官予定年月日

地
本

階
級

氏
名

生年月日 満　　　　歳

職種

年　月

～

年　月

年　月

～

年　月

即   自 （換算月数合計/12）

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

即   自 （切捨て後月数合計）

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

即   自

予備自

号俸

地域手当 ％

号俸

地域手当 ％

円

任官した場合の日額

円

円

円

上記の資格を有していない者 ５０／１００

その他の期間
即応予備自衛官　５０／１００
予備自衛官　　　　２５／１００

※１　技能公募予備自衛官受験に必要な資格
※２　人事統計コード表に示す資格

任官した場合の号俸及
び月額等

円

円

備　　　　考

【防衛省職員給与施行細則】

第１条
（予備自衛官又は即応予備自衛官を自衛官に任官した場合における初任給の決定
基準の特例）
　・退職時等の号俸に加算号俸を加算した号俸に決定

　　　加算号俸　＝　予備自衛官等の期間×換算率÷１２月×４号俸

 　　　※災害等招集時は、加算号俸数に 80/100 を乗じた数を号俸とする。
　　　 ※端数処理は１２で除した後実施し最後に４号俸を積算する。

第１５条
（予備自衛官手当等と自衛官給与との併給調整）
　・有事等に係る応招により自衛官に任官した場合、予備自衛官等手当は不支給
　・応招月が３０日であった場合、不支給となる日額
　　即応予備自衛官手当日額　　８，１００　／　３０　≒　２７０円
　　予備自衛官手当日額　　　　　４，０００　／　３０　≒　１３３円
　　（それぞれ、応招した月の日数で除算すること。）

　　　　　【換算表】

経　　歴 換　算　率

国家公務員、地方
公務員又は民間に
おける企業体、団体
等の職員としての在
職期間のうち、自衛
官として有用な職務
に従事していた期間

別に定める資格（※１）を有している者 １００／１００

上記以外の資格（※２）を有している者 ８０／１００

号俸の
決　 定

　即応予備自衛官滞在月数 退職時
（採用時）
号俸等

加 算
号俸数

決定号俸
　予備自衛官滞在月数

退職時
号俸

　

　

民　間　経　歴 加算号俸数算定

勤務先（勤務内容） 月 数

予備自衛官等
の期間の月数

換算率

加算号俸数算定
有用な資格

（取得年月日）
即自 予備自

換算月数
（月数×換算率）

換算月数合計
÷１２（１未満切捨て）

×４（標準号俸）

階級歴 退職時

予備自衛官等歴

任 官 時 号 俸 調 書

身　分 月 数 所属（指定部隊）等

任官予定年月日


